
 

 

 

 結果  

※「平成 29 年の地方からの提案等 

 に関する対応方針」（H29.12.26 

閣議決定）等による 

合格判定基準の検討等を諮問 現行規定で 
対応可能 

諮問を省略し、
事後報告とする 
ことも可能 

対応 

効果的・効率的
な事務に資する
情報を H30 年
度中に周知 

平成 29 年度「地方分権改革に関する提案募集制度」への提案について 

総合政策課  

地方への規制緩和に向けて、以下の９項目を国へ提案 

１ 長野県単独の提案（５件） 

(1) ひとり親家庭等への学習支援に関する国庫補助体系の見直し 

 ⇒住民に１番身近な市町村が一体的に実施できるよう、ひとり親家庭の補助制度に一本化 

 

 

 

(2) 農業用用排水施設の変更であって、当該施設の従前の機能の維持を図ること 

を目的とする事業に係る農振除外の要件緩和 

 ⇒８年未経過であっても農用地区域からの除外を可能とする 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 農業用用排水施設の新設又は変更であって、既に立地していた店舗、工場 

等の施設の拡張に係る農振除外の要件緩和 

 ⇒８年未経過であっても農用地区域からの除外を可能とする 

 

 

 

 

 

(4) 二級建築士試験及び木造建築士試験の事務手続きの簡素化 

⇒指定試験機関作成の合否判定基準を追認するのみとなっている建築士審査会への諮問を廃止 

  試験実施主体：都道府県 

   指定試験機関： 

    公益財団法人建築士技術普及センター 

    ※全都道府県が試験事務を委任 

 

 

 

生活困窮家庭の子どもへの学習支援  
補助制度の一本化 

ひとり親家庭の子どもへの学習支援  

事業名※ 
８年未経過 

での除外 
 

８年未経過 

での除外 

防災事業 ○  ○ 

緊急に必要な補強工事 ○  ○ 

従前の機能維持を目的とする事業 ×  ○ 

※「農業振興地域制度に関するガイドライン」で規定 

内容 
８年未経過 

での除外 
 

８年未経過 

での除外 

店舗・工場等の新設 ×  × 

既存の店舗・工場等の拡張 ×  ○ 

都道府県 

建築士審査会 

廃止 

合格 

資料３ 



 

 

 

対応 

地方公共団体の
意見も踏まえつ
つ、H31 年度中
に結論を得る  

 

提案事項 

対応 

地方公共団体の
事務負担を軽減
する方向で

H29 年度中に
結論を得る 

対応 

地方公共団体の
事務負担を軽減
する方向で

H29 年度中に
結論を得る 

対応 

適正に事務を実
施できるよう検
討し、H29 年度
中に結論を得る 

※文科省及び厚労省から指定を受けたもの 別途養成施設 

で1,850時間 

以上履修 

対応 

予算成立後 
速やかに周知 

 (5) 介護福祉士国家試験受験資格の柔軟化 

 ⇒不足科目を履修し合計 1,850 時間を満たせば介護福祉士の受験資格を得られるようにする 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 日本創生のための将来世代応援知事同盟の共同提案（４件） 

(1) 幼保連携型認定こども園整備に係る交付金制度の一元化 

 ⇒厚生労働省と文部科学省に所管が分かれている施設整備に係る補助制度を一元化 

 

 

(2) 認定こども園の施設整備に係る国の補助体系の見直し 

 ⇒地震等の大規模災害で被災した認定こども園の災害復旧に係る補助制度を一元化 

 

 

 

 

(3) 保育士登録の取消に係る仕組みの構築 

 ⇒取消対象となる事案（禁錮以上の刑）を速やかに把握できる仕組みの構築を提案 

 

 

 

(4) 保育対策総合支援事業費補助金の適切かつ円滑な事務の執行 

 ⇒補助事業を円滑に実施するため、交付要綱の周知・施行が遅れないよう改善を提案 

 

 

 

 

保育所相当部分 厚生労働省  
制度の一元化 

幼稚園相当部分 文部科学省  

社会福祉施設等災害復旧費補助金 対象  対象 

保育所相当部分 ○  ○ 

幼稚園相当部分 ×  ○ 

取消対象となる事案の 

把握が困難 

 速やかに事案を把握できる

仕組みの構築 

平成 28 年度の交付要綱発出 

平成 28 年 12 月 

 予算成立後速やかな 

周知・施行が必要 

指定校（指定科目 53 単位（約 1,850 時間）以上） 

受
験
資
格 

福
祉
系
高
等
学
校 指定校以外（53 単位（約 1,850 時間）未満） 

不足科目

のみ履修 


